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ポートフォリオ一覧（オフィスビル）
■保有資産（オフィスビル63物件）

注：
1 取得価格は、本投資法人が取得した各信託受益権等の売買金額のみを記載しています。
2 建築時期は、登記簿上の新築年月を記載しています。

合計欄には、2010年4月30日を基準として、取得価格で加重平均し、小数第2位以下を切り捨てた築年数を記載して
います。2010年4月30日現在で保有の全70物件についての取得価格で加重平均した築年数（2010年4月30日基準）
は19.3年です。

3 稼働率は、2010年4月30日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値であり、小数第2位を四捨
五入 して記載しています。2010年4月30日現在で保有の全70物件の平均稼働率は94.4％です。

（2010年4月30日現在）

用途 地域 物件番号 物件名称 所在

取得価格

（百万円）1 建築時期²
第10期末

　稼働率（%）³

A-60 KDX晴海ビル 東京都中央区 10,250 平成20年2月 98.2%

A-40 虎ノ門東洋ビル 東京都港区 9,850 昭和37年8月 93.9%

A-46 飛栄九段北ビル 東京都千代田区 7,600 昭和63年3月 91.9%

A-66 パシフィックマークス西新宿 東京都新宿区 6,800 平成5年5月 93.8%

A-37 KDX御茶ノ水ビル 東京都千代田区 6,400 昭和57年8月 100.0%

A-32 KDX芝大門ビル 東京都港区 6,090 昭和61年7月 97.3%

A-13 KDX麹町ビル 東京都千代田区 5,950 平成6年5月 97.1%

A-1 KDX日本橋313ビル 東京都中央区 5,940 昭和49年4月 100.0%

A-16 東伸24ビル 神奈川県横浜市 5,300 昭和59年9月 84.1%

A-2 KDX平河町ビル 東京都千代田区 5,180 昭和63年3月 100.0%

A-47 KDX新横浜381ビル 神奈川県横浜市 4,700 昭和63年3月 100.0%

A-65 KDX新横浜381ビル増築棟 神奈川県横浜市 1,100 平成21年4月 100.0%

A-17 恵比寿イースト438ビル 東京都渋谷区 4,640 平成4年1月 100.0%

A-3 東茅場町有楽ビル 東京都中央区 4,450 昭和62年1月 100.0%

A-39 KDX虎ノ門ビル 東京都港区 4,400 昭和63年4月 100.0%

A-30 KDX西五反田ビル 東京都品川区 4,200 平成4年11月 100.0%

A-48 KDX川崎駅前本町ビル 神奈川県川崎市 3,760 昭和60年2月 100.0%

A-4 KDX八丁堀ビル 東京都中央区 3,680 平成5年6月 100.0%

A-18 KDX大森ビル 東京都大田区 3,500 平成2年10月 100.0%

A-19 KDX浜松町ビル 東京都港区 3,460 平成11年9月 100.0%

A-45 KDX六本木228ビル 東京都港区 3,300 平成元年4月 65.1%

A-62 小石川TGビル 東京都文京区 3,080 平成元年11月 100.0%

A-29 KDX東新宿ビル 東京都新宿区 2,950 平成2年1月 100.0%

A-20 KDX茅場町ビル 東京都中央区 2,780 昭和62年10月 100.0%

A-56 KDX神保町ビル 東京都千代田区 2,760 平成6年5月 85.0%

A-49 日総第17ビル 神奈川県横浜市 2,710 平成3年7月 94.9%

A-21 KDX新橋ビル 東京都港区 2,690 平成4年2月 100.0%

A-63 五反田TGビル 東京都品川区 2,620 昭和63年4月 57.8%

A-5 KDX中野坂上ビル 東京都中野区 2,533 平成4年8月 100.0%

A-22 KDX新横浜ビル 神奈川県横浜市 2,520 平成2年9月 86.3%

A-6 原宿FFビル 東京都渋谷区 2,450 昭和60年11月 100.0%

A-50 池尻大橋ビルディング 東京都目黒区 2,400 昭和63年9月 100.0%

A-27 KDX鍛冶町ビル 東京都千代田区 2,350 平成2年3月 75.1%

A-51 KDX浜町中ノ橋ビル 東京都中央区 2,310 昭和63年9月 100.0%

A-15 KDX浜町ビル 東京都中央区 2,300 平成5年9月 100.0%

東
京
経
済
圏

オ
フ

ィ
ス
ビ
ル

用途 地域 物件番号 物件名称 所在

取得価格

（ 百万円） 1 建築時期 ²

第1 0 期末

　 稼働率（ % ） ³

A-41 KDX新宿286ビル 東京都新宿区 2,300 平成元年8月 100.0%

A-7 FIK南青山ビル 東京都港区 2,270 昭和63年11月 77.1%

A-14 KDX船橋ビル 千葉県船橋市 2,252 平成元年4月 100.0%

A-61 KDX浜松町第2ビル 東京都港区 2,200 平成4年 4月 87.5%

A-55 新都心丸善ビル 東京都新宿区 2,110 平成2年7月 100.0%

A-64 KDX日本橋216ビ ル 東京都中央区 2,010 平成18年10月 87.5%

A-33 KDX御徒町ビル 東京都台東区 2,000 昭和63年6月 100.0%

A-57 KDX五番町ビル 東京都千代田区 1,951 平成12年8月 85.7%

A-8 神田木原ビル 東京都千代田区 1,950 平成5年5月 100.0%

A-23 KDX四谷ビル 東京都新宿区 1,950 平成元年10月 100.0%

A-59 KDX岩本町ビ ル 東京都千代田区 1,864 平成20年3月 100.0%

A-9 KDX新宿御苑ビル 東京都新宿区 1,610 平成4年6月 100.0%

A-26 KDX木場ビル 東京都江東区 1,580 平成4年10月 100.0%

A-38 KDX西新宿ビル 東京都新宿区 1,500 平成4年10月 100.0%

A-31 KDX門前仲町ビル 東京都江東区 1,400 昭和61年9月 100.0%

A-52 KDX神田三崎町ビ ル 東京都千代田区 1,380 平成4年10月 100.0%

A-34 KDX本厚木ビル 神奈川県厚木市 1,305 平成7年5月 100.0%

A-35 KDX八王子ビル 東京都八王子市 1,155 昭和60年12月 100.0%

A-28 KDX乃木坂ビル 東京都港区 1,065 平成3年5月 78.1%

A-58 KDX名古屋栄ビ ル 愛知県名古屋市 7,550 平成21年4月 90.3%

A-12 ポルタス・センタービル 大阪府堺市 5,570 平成5年9月 88.5%

A-42 烏丸ビル 京都府京都市 5,400 昭和57年10月 93.9%

A-53 KDX博多南ビ ル 福岡県福岡市 4,900 昭和48年6月 86.2%

A-54 KDX北浜ビ ル 大阪府大阪市 2,220 平成6年7月 96.4%

A-44 KDX仙台ビル 宮城県仙台市 2,100 昭和59年2月 92.8%

A-24 KDX南船場第1ビル 大阪府大阪市 1,610 平成5年3月 83.1%

A-25 KDX南船場第2ビル 大阪府大阪市 1,560 平成5年9月 94.1%

A-36 KDX新潟ビル 新潟県新潟市 1,305 昭和58年7月 64.3%

213,071 平均20.5年 94.0%オフィスビル（63物件）合計
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■保有資産（住宅5物件）

注：
1 取得価格は、本投資法人が取得した各信託受益権等の売買金額のみを記載しています。
2 建築時期は、登記簿上の新築年月を記載しています。合計欄には、2010年4月30日を基準として、取得価格で加重平均し、

小数第2位以下を切り捨てた築年数を記載しています。
3 稼働率は、2010年4月30日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値であり、小数第2位を四捨五入して

記載しています。

ポートフォリオ一覧（都市型商業施設・住宅）
■保有資産（都市型商業施設 2物件）

（2010年4月30日現在）

用途 地域 物件番号 物件名称 所在

取得価格

（ 百万円） ¹ 建築時期 ²
第1 0 期末

　 稼働率（ % ） ³

C-1 フレー ム神南坂 東京都渋谷区 9,900 平成17年3月 100.0%

C-2 KDX代々木ビル 東京都渋谷区 2,479 平成3年8月 87.2%

12,379 平均7.8年 97.4%

都市

型

商業

東京

経済

圏

都市型商業施設（2物件）合計

用途 地域 物件番号 物件名称 所在

取得価格

（ 百万円） ¹ 建築時期 ²
第1 0 期末

　 稼働率（ % ） ³

B-19 レ ジデ ン スシャルマン 月島 東京都中央区 5,353 平成16年1月 100.0%

B-3 コー ト目白 東京都新宿区 1,250 平成9年3月 95.2%

B-34 グ ラ デ ィー ト川口 埼玉県川口市 1,038 平成18年2月 100.0%

B-25 コー ト新御徒町 東京都台東区 878 平成17年10月 93.0%

地方

経済

圏

B-18 び なす  ひ ばりが丘 北海道札幌市 1,800 平成元年3月 96.3%

10,319 平均9.3年 97.4%住宅（5物件）合計

東

京

経

済

圏

住

宅
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所有者区分所有者区分 第第1010期末期末（（20102010年年44月月3030日現在）日現在）

【参考】大量保有報告書の状況

注: 小数第2位を四捨五入

投資主の状況
上位投資主一覧 第10期末（2010年4月30日現在）所有者別投資口数の割合の推移
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

第10期末
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第7期末

第6期末

第5期末

第4期末

第3期末

第2期末

第1期末

個人・その他 金融機関(含む証券会社）

その他国内法人 外国法人・外国個人

注: 発行済投資口に対する所有投資口数の割合は、小数第3位以下を切り捨て

氏名又は名称
所有投資

口数（口）

発行済投資口に

対する所有投資

口数の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 20,401 8.73%
NCT信託銀行株式会社(投信口) 17,950 7.68%
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 16,030 6.86%
野村信託銀行株式会社（投信口） 12,564 5.37%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,937 5.11%
ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　トリーティー　ジャスデック
アカウント

9,250 3.96%

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー
505025

8,314 3.55%

BNP　PARIBAS　SECURITIES　SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON HHF SICAV

7,800 3.33%

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー 6,808 2.91%
ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー
505223

4,675 2.00%

合　計 115,729 49.55%

注: 小数第2位を四捨五入

所有区分
投資主数

(名)
投資主数
比率(％)

投資口数
(口)

投資口数
比率(％)

個人・その他 7,405 95.3% 23,113 9.9%

金融機関（含む証券会社） 45 0.6% 89,040 38.1%

その他国内法人 122 1.6% 4,865 2.1%

外国法人・外国個人 198 2.5% 116,532 49.9%

合　計 7,770 100.0% 233,550 100.0%

注1： 2007/5/22のPO後、2010/7/23提出分まで（保有口数 10,000口以上の先）
注2： 発行済投資口の総数: 2009/11/16のPOにより200,000口から233,550口に増加

　提出者又は共同保有者名 提出日 合計（口）

野村證券株式会社 2009/12/3 17,797
野村アセットマネジメント株式会社 15,189

野村證券株式会社 2,355
NOMURA INTERNATIONAL PLC 253

住友信託銀行株式会社 2009/10/21 16,046
日興アセットマネジメント株式会社 16,046

フィデリティ投信株式会社 2010/4/22 16,029
フィデリティ投信株式会社 11,355

エフエムアール　エルエルシー 4,674
アイエヌジー・クラリオン・リアル・エステート・

セキュリティーズ・エルエルシー
2009/8/4 10,869

みずほ投信投資顧問株式会社 2009/10/22 10,435
みずほ投信投資顧問株式会社 8,354

新光投信株式会社 2,081



30本資料は情報の提供のみを目的とするものであり、有価証券の取引の勧誘等を目的とするものではありません。その他の注意事項については、最終ﾍﾟｰｼﾞをご覧ください。

【参考】面談件数(電話会議を含む）

情報開示及びIR活動

16海外投資家（ｱｼﾞｱ）

30国内機関投資家

9国内地方金融機関

18海外投資家（欧州）

20海外投資家（米国）

第9期決算ＩＲ
(POﾛｰﾄﾞｼｮｰ除く）

件数合計 93

プレスリリース(適時開示)

決算関連情報の開示

説明会の実施/参加

個別面談の実施

① ホームページを活用した情報開示

個人投資家向けへの活動

② 個人投資家向けIRフェア/説明会

2,005英文サイト

2,599借入金の状況

12,049ポートフォリオ一覧

9,596プレスリリース

7,788更新情報

7,226分配金・決算情報

4,573KDRMサイトトップ

4,347稼働率

54,678HP利用者数

主な項目
第10期（2010/4期）

アクセス数

開示情報 7,140

よくある質問 2,335

国内機関投資家 個人投資家 デット投資家 海外機関投資家

東証規則に基づく情報開示：TDnet登録及びプレスリリース

決算短信・有価証券報告書

決算説明会の動画配信(HP)

資産運用報告 (既存投資主あて送付)

決算説明会

個別面談 個別面談

② 個人投資家向け説明会

① ホームページ (HP) を活用した積極的な情報開示ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(HP)・各種
媒体を通じたIR活動 メディアへの記事掲載

・英文HPにて同日開示
(ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ・決算短信)

・WIRE配信の実施

英文HPでの開示

アニュアルレポート(英文)

英語での動画配信(HP)

個別面談・電話会議

国内・海外投資家向けの活動

2010/1/11
J-REIT説明会

（日本経済新聞社主催）

2010/2/8個人投資家向け会社説明会
（日本証券アナリスト協会主催）

2010/2/27個人投資家のための Ｊリート フェア2010
（社団法人不動産証券化協会主催）

2010/3/5～3/6東証IRフェスタ2010
（東京証券取引所主催）

参加イベント 開催日

約480名説明会参加人数

個別相談人数 約240名

③ メディアへの記事掲載

各種フォーラムでの説明会

③ メディアへの記事掲載

IRマガジン『ZIPANGU』への掲載
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上場来の投資口価格の推移

（2010年5月31日までのデータ）

【参考】J-REITにおける配当利回りと流動性

ケネディクス不動産投資法人（KRI）
投資口価格終値・出来高推移

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

3.0% 4.0% 5.0% 6.0% 7.0% 8.0% 9.0% 10.0%

日次売買率

配当利回り

KRI

2010年6月1日現在において

上場来最高値（取引値）：988,000円（2007年5月31日）

上場来最安値（取引値）：100,300円（2008年10月20日）

注 : 2010/6/10の投資口価格を元に配当利回りを算出。日次売買率は、以下の
計算式にて算出しています。(配当利回り3%以上の銘柄を対象)

・日次売買率=VWAP(出来高加重平均価格)を元に計算された
過去1年間の平均1日あたり売買高／過去1年の平均時価総額

なお、新設投資法人の場合は、設立時からの数値を使用。

出所 : UBS証券会社のデータを元に本資産運用会社作成
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オファリング概要

総発行投資口数

オーバーアロットメント
売出口数

オファリング後の
発行済投資口数

発行・売出価格決定日

受渡日

ディスカウント率

発行価格

新投資口発行金額

主幹事証券会社

2009年 PO2007年 PO2006年 PO2005年 IPO

国内公募

国内募集： 75,000口

第三者割当： 3,970口

3,970口

79,370口

2005年7月11日（月）

2005年7月21日（木）

-

580,000円

458億円

UBS証券会社

野村證券株式会社

グローバルオファリング

国内募集： 50,370口

海外募集： 23,290口

第三者割当： 3,970口

3,970口

157,000口

2006年4月19日(水)

2006年5月2日(火)

2.0%

593,096円

460億円

UBS証券会社

野村證券株式会社

計 77,630口

グローバルオファリング

国内募集： 26,710口

海外募集： 14,190口

第三者割当： 2,100口

2,100口

200,000口

2007年5月14日（月）

2007年5月23日（水）

2.0%

873,180円

375億円

UBS証券会社

野村證券株式会社

計 43,000口

国内公募

国内募集： 33,550口

1,450口

売先指定投資口数 ケネディクス（株）： 3,770口

他： 6,000口

9,770口

ケネディクス（株）：3,880口

ケネディクス・リート・
マネジメント（株）： 100口

3,980口

ケネディクス・リート・
マネジメント（株）： 52口

52口

ケネディクス・リート・
マネジメント（株）：1,200口

1,200口

233,550口

2009年11月9日（月）

2009年11月17日（火）

3.0%

252,200円

85億円

野村證券株式会社

計 78,970口
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第10期(2010/4期）決算概要: 損益計算書及びキャッシュフロー計算書等

その他の費用： 保険料、信託報酬等

その他の営業費用： 役員報酬、資産保管委託報酬、一般事務委託報酬、会計監査人報酬等

（※1）

（※2）

（※1）

前期比較 : 第10期（2010/4期）と第9期（2009/10期）比較

※増減は、百万円未満を四捨五入

5.15.1％％

5.25.2％％

4.54.5％％

5.15.1％％

第第1010期期

5.5.44％％

5.25.2％％

4.74.7％％

5.5.55％％

第第88期期

5.25.2％％

5.05.0％％

4.64.6％％

5.25.2％％

第第99期期

5.35.3％％住宅住宅

合計合計

都市型商業施設都市型商業施設

オフィスビルオフィスビル

4.84.8％％

5.35.3％％

第第77期期

5.35.3％％

賃貸ＮＯＩ利回りの推移（用途毎・年換算）

注： 各期の固都税調整後の数値を記載しています。
各比率は小数第2位を四捨五入して表示しています。

キャッシュフロー計算書

自2009/5/1 自2009/11/1

至2009/10/31 至2010/4/30 増減 主な増減要因

百万円 百万円 百万円

経 営   　  賃貸事業収入 6,906 7,150        244

常 業 賃料収入 5,711 5,882        171 新規物件5物件＋327　既存物件▲126

前期売却2物件▲28

損 損 共益費収入 1,195 1,267          72 新規物件5物件＋60　既存物件＋12

益 益 　　その他賃貸事業収入 1,015 917      －98
の の 駐車場収入 231 243          12 新規物件5物件＋12

部 部 水道光熱費収入 617 560      －57 季節的変動

その他収入 166 113      －53 原状回復収入の減少▲53

不動産賃貸事業収益合計　A 7,921 8,067        146

不動産等売却益                       -                       -              -

営業収益 7,921 8,067        146
管理委託費 764 801          37 新規5物件+44

水道光熱費 529 508      －21 季節的変動

公租公課 536 648        112 納付時期のズレによるもの

修繕費 171 110      －61 工事全体のボリューム減少によるもの

その他（※１） 199 167      －32 除却損・仲介手数料等の減少

減価償却費 1,451 1,477          26 新規5物件の取得による

不動産賃貸事業費用合計　B 3,652 3,714          62

不動産賃貸事業損益（A－B） 4,269 4,353          84

減価償却前賃貸事業利益（NOI） 5,721 5,830        109

不動産等売却損 440                       -    －440 第9期2物件売却による売却損が発生

資産運用報酬 423 433          10
その他（※２） 192 180      －12

営業費用 4,708 4,329    －379

　　　営業利益 3,213 3,738        525

営業外収益 5 15          10
営 支払利息 793 818          25 借入金額の増加・前期借替分の通期計上

業 投資法人債利息 114 113         －1
外 融資関連費用 147 210          63 70億円の新規シンジケートローンの影響

損 投資法人債発行費償却 5 5              -
益 投資口交付費償却 23 32             9 第10期に新投資口を発行したため

の 創立費償却 5 5              -
部 その他 25                       -      －25 第10期は費用化された消費税がなかったため

営業外費用 1,116 1,185          69

経常利益 2,103 2,568        465
税引前当期純利益 2,103 2,568        465
法人税、住民税及び事業税等 1 0         －1

当期純利益 2,102 2,567        465
前期繰越利益 0 0              -
当期未処分利益 2,102 2,567        465

当期（第10期）前期（第9期）

金額（百万円） 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー                5,415                4,144

投資活動によるキャッシュ・フロー             －4,204            －14,568

財務活動によるキャッシュ・フロー             －3,964               11,752

現金及び現金同等物の増減額             －2,753                1,327

現金及び現金同等物の期首残高               13,711               10,957

現金及び現金同等物の期末残高               10,957               12,285

当期（第10期）

2010年4月30日現在

前期（第9期）

2009年10月31日現在
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金額（百万円） 比率 金額（百万円） 比率

流動資産 13,289 5.6 13,580 5.4

現金及び預金 7,256 7,299

資 信託現金及び信託預金 5,613 5,998

産 その他 419 282

の 固定資産 222,962 94.3 237,910 94.6

部 有形固定資産 222,162 236,917

建物等 14,062 13,869

土地 29,104 29,104

信託建物等 55,772 58,585

信託土地 123,222 135,358

無形固定資産 286 286

借地権 285 285

信託水道施設利用権                  1 1

投資その他の資産 512 705

差入敷金保証金 11 11

長期前払費用 494 694

繰延税金資産                  5                  -

繰延資産 68 0.0 75 0.0

創立費 5                  -

投資法人債発行 39 33

投資口交付費 23 41

資 産 合 計 236,320 100.0 251,566 100.0

流動負債 26,290 11.1 39,041 15.5

営業未払金 288 377

負 短期借入金 24,500 37,050

債 未払金等 181 172

の 前受金 1,133 1,245

部 デリバティブ債務                  - 12

その他 186 183

固定負債 82,963 35.1 76,835 30.6

投資法人債 12,000 12,000

長期借入金 60,720 53,918

預り敷金保証金 1,624 1,593

信託預り敷金保証金 8,604 9,324

デリバティブ債務                14                  -

  負債合計 109,253 46.2 115,876 46.1

純 出資総額　　　　　　　　　　 124,973 133,129

資 剰余金 2,102 2,567

産 繰延ヘッジ損益 -8 -7

純資産合計 127,067 53.8 135,689 53.9

負債純資産合計 236,320 100.0 251,566 100.0

前期（第9期）

2009年10月31日現在

当期（第10期）

2010年4月30日現在

第10期(2010/4期）決算概要 : 貸借対照表等

有形固定資産： ＋14,755百万円
（第10期にオフィスビル5物件取得等）

短期借入金： ＋12,550百万円
（1年以内返済予定借入の増加等）

+6.7%+17,035.77㎡271,260.81㎡254,225.04㎡総賃貸可能面積

2009/11に新投資口を発行+0.1%53.9%53.8%期末自己資本比率

有利子負債額は＋5,748百万円-0.2％40.9%41.1%期末有利子負債比率

2009/11に新投資口を発行-54,348円580,987円635,335円1口あたり純資産額

オフィスビル 94.0％(-0.4%)
都市型商業施設97.4%(+2.5%)
住宅 97.4%(+1.0%)

-0.3%94.4%94.7%期末稼働率

オフィスビル取得+5物件70物件65物件期末物件数

説明前期比
第10期

（10/4期)
第9期

（09/10期）

業績指標の推移

長期借入金： －6,802百万円
（1年以内返済予定借入増加による減少、2010年2月に新規で長期
借入＋7,000百万円等）

出資総額： ＋8,156百万円
（2009年11月に新投資口を発行）
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(%)

大型ビル

中型ビル

２．２．延床面積別棟数割合延床面積別棟数割合

３．東京都心３．東京都心55区における募集賃料及び空室率の推移区における募集賃料及び空室率の推移

１．１．従業員規模別事業所数（東京都）従業員規模別事業所数（東京都）

35

オフィスビル市場環境（参考データ１）
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2.65
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6.10
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24,000

2003/12 2004/12 2005/12 2006/12 2007/12 2008/12 2009/12 2010/1 2010/2 2010/3 2010/4

（円/月・坪）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（％）募集賃料 空室率

1～9人
77.7%

10～29人
15.7%

30～99人
5.0%

100人以上
1.6%

1人から29人の事業所
数の割合：93.4％

中規模オフィスビルの
幅広いストック

500坪以上
3,000坪未満

28.6%

出所： 「平成18年東京都事業所･企業統計調査報告(速報）」
（東京都総務局統計部）を基に本資産運用会社作成

注： 東京ビジネス地区（都心5区：千代田区,中央区,港区,新宿区,渋谷区）の延床面積100坪以上のビルを対象
出所：三鬼商事「東京（都心5区）の最新オフィスビル市況」（直近値は2010年4月）

出所： 本投資法人の依頼に基づくCBRE総研（2007年3月末日調査）「東京主要5区マクロマーケット調査」
注： 上記データは、東京都心5区に所在する賃貸オフィスビルのうち、CBRE総研が調査対象として捕捉

しているビルにおける割合であり、当該調査は必ずしも東京都心5区におけるすべての物件を網羅
するものではありません。

中規模オフィスビルの
潜在的なテナント層の厚さ

月次

４４．東京．東京2323区：大型ビル、中型ビルの賃料水準区：大型ビル、中型ビルの賃料水準

注： 大型ビル： 延床面積が3,000坪以上のビル
中型ビル :  延床面積が1,000坪から3,000坪のビル

出所：CBRE総研のデータをもとにKDAM作成（直近値は2010年3月）

大型ビルに比べ
変動幅の小さい中型ビル
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オフィスビル市場環境（参考データ２）

注： 大型ビル： 延床面積が3,000坪以上のビル
中型ビル： 延床面積が1,000坪から3,000坪のビル

出所： CBRE総研のデータをもとにKDAM作成 （直近値は2010年3月）
注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の基準階面積100坪以上のビルを対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにKDAM作成 （直近値は2010年4月）

19.3千円

16.2千円

8.8％
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15.3％

11.9％
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(千円/坪）

大型ビル

中型ビル

44．．地域別の賃料水準地域別の賃料水準の推移の推移33．．東京都の経済基盤等東京都の経済基盤等

出所： 東京都HP「暮らしととうけい2009」をもとに本資産運用会社作成

12,76912,769万人万人2008年10月1日1,283万人人口総数

8,2308,230万人万人2008年10月1日872万人
生産年齢人口
（15歳～64歳）

5,8635,863万人万人2006年870万人従業者数

591591万事業所万事業所2006年69万事業所事業所数

510510兆兆9,2479,247億円億円2006年度92兆2,771億円
都内総生産
（名目ＧＤＰ)

全国時点東京都

注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の基準階面積100坪以上のビルを対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにKDAM作成 （直近値は2010年4月）
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10

15

20

25

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

（千円/坪）

東京 大阪 福岡 名古屋

18,154円/坪

12,310円/坪

11,213円/坪

9,620円/坪
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本資産運用会社の運用体制

運用ガイドライン等の作成

各所管部署

決議又は報告審査 審議及び決議

コンプライアンス
委員会

（含む外部委員）

審議及び決議

運用委員会

利害関係者取引以外の取引で運用
ガイドライン本則による取引の承認

利害関係者との取引

資産取得：不動産鑑定士による鑑定評価額を超えての取得を禁止
（ウェアハウジングの場合を除く）

資産譲渡：不動産鑑定士による鑑定評価額未満での譲渡を禁止

取
締
役
会

決議

報告

利害関係者との取引の承認

運用ガイドラインの例外取引の承認コンプライアンス
・オフィサー

【参考】 本資産運用会社の各種委員会・取締役会および本投資法人役員会の開催実績 （回数）

本資産運用会社の意思決定フロー

利害関係取引規程 【参考】本資産運用会社の報酬体系

資産運用報酬

運用報酬Ⅰ： 総資産額の0.15％

運用報酬Ⅱ： 決算期毎の分配可能金額の3.0％

取得報酬 ： 取得価額の0.5％（利害関係者の場合0.25％）

譲渡報酬 ： 譲渡価額の0.5％を上限

プロパティ・マネジメント報酬

賃貸管理業務報酬：不動産収入の2％＋不動産営業収益
（運営経費控除後・減価償却費控除前）の2％

管理移管報酬： 購入価格/売却価格に応じた一定金額
（例：10-30億円→200万円、50-100億円→240万円）

工事監理報酬：工事金額に応じた金額
（例：100-500万円→5％、1,000万円-１億円→45万円＋3％）
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3636
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第第99期期

88
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5252
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88

第６期第６期

12129988997799取締役会取締役会

投資法人役員会投資法人役員会

運用委員会運用委員会

コンプライアンスコンプライアンス
委員会委員会

393938383939393935352121

10106688777777

88

第第1010期期第第11期期 第第22期期 第第33期期 第第44期期 第第55期期

1111 77 77 99 77
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本資産運用会社の株主構成

100%6,450-合計

伊藤忠商事株式会社

ケネディクス株式会社

株主

10％645東京都港区北青山二丁目5番1号

90％5,805東京都港区新橋二丁目2番9号

住所
保有株式
数（株）

保有比
率（％）

405405百万円（百万円（20201010//33末時点）末時点）資 本 金資 本 金

ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社会 社 名会 社 名

20092009年年1010月月設 立設 立

代表取締役代表取締役 川島川島 敦敦代 表 者代 表 者

ケネディクス・リート・マネジメント株式会社の株主一部変更

変更後の株主構成（2010年4月30日現在）

ケネディクス・アセット・マネジメント株式会社の概要

変更前の株主構成

100%6,450-合計

伊藤忠商事株式会社

ケネディクス・アセット・
マネジメント株式会社

株主

10％645東京都港区北青山二丁目5番1号

90％5,805東京都港区新橋二丁目2番9号

住所
保有株式
数（株）

保有比
率（％）

*（株）マックスリアルティーは、「不動産と金融のコンサルティングノウハウの融合」
をビジネスコンセプトに、（株）ザイマックスと三井住友銀行等の出資により設立さ
れた会社で不動産投資に関するアセットマネジメント業務を提供しています。

株主の変更

2009年12月14日：本資産運用会社の取締役会で株式譲渡を承認
2009年12月22日：ケネディクス株式会社がケネディクス・アセット・

マネジメント株式会社へ株式譲渡

スポンサー構成

ケネディクス・アセット・マネジメント（株）

ケネディクス不動産投資法人

ケネディクス・リート･マネジメント株式会社

90%出資

出資

資産運用委託

投資主

10％出資

伊藤忠
商事（株）

ケネディクス（株）

85％出資 15％出資

（株）マックスリアルティー

（株）ザイ
マックス

35％出資

三井住友
銀行 他

15％出資
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資産運用会社組織図

株主総会

財務企画部

IR
グループ

財務経理
グループ

業務管理
グループ

業務管理部

監査役

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス委員会運用委員会

取締役会

代表取締役
宮島 大祐

・投資主総会及び
役員会の運営

・総務・経理・人事

非常勤監査役（3名）

舩橋 晴雄、山﨑 健一、林 仁治

主要メンバー

宮島 大祐
代表取締役社長

田島 正彦
取締役 財務企画部長

舩橋 晴雄
非常勤監査役

上村 裕司
コンプライアンス・

オフィサー

♦ 大蔵省入省後、東京
税関長、国税庁次長、
証券取引等監視委員
会事務局長、国土庁
官房長等を歴任

♦ 現在ケネディクス（株）
監査役

♦ 三菱UFJ信託銀行（資本市場部
・ロスアンゼルス支店）を経てケ
ネディクスに入社、不動産投資
アドバイザリー部7年在籍

♦ ケネディクスより転籍し本投資
法人執行役員および本資産運
用会社代表取締役就任

♦ 中央三井信託銀行に12年間在籍
（業務企画部、証券部等）

♦ 住友生命保険ストラクチャード
ファイナンス部にて約4年の経験
を経てケネディクス入社

♦ 新生銀行に約27年間在籍
♦ 新生銀行コンプライアンス統轄部

において8年間のコンプライアン
ス・オフィサーの経験を経て、ケネ
ディクス・リート・マネジメントへ

♦ アサヒ都市開発、日本地所等を
経てケネディクス入社

♦ ケネディクス・アドバイザーズ執
行役員REIT運用部長を経て、ケ
ネディクス・リート・マネジメントへ

資産管理部

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
グループ

資産管理
グループ

・資産の取得・処分

・不動産市場の
調査分析

・資産の運用

・資産運用評価・
リスク管理

資産運用
グループ

資産投資
グループ

投資運用部

・資産の賃貸借

・建物の管理

・工事の監理 ・IR活動

・監督官庁･関係諸
団体との折衝

・予算策定・決算・
ディスクロー
ジャー

・資金調達

大輪 正志
取締役 資産管理部長

♦ 中央三井信託銀行に約7年間在

籍（不動産営業部、不動産投資
顧問部、資産金融部等）

♦ シティトラスト信託を経て
ケネディクス入社

♦ 不動産鑑定士小松 浩樹
投資運用部長
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注意事項

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・
営業等を目的としたものではありません。

本資料には、ケネディクス不動産投資法人（以下、「本投資法人」と言います）に関する記載の他、第三者が
公表するデータ・指標等をもとにケネディクス・リート・マネジメント株式会社（以下、「本資産運用会社」と言い
ます）が作成した図表・データ等が含まれています。また、これらに対する本資産運用会社の現時点での分
析・判断・その他見解に関する記載が含まれています。

本資産運用会社は、金融商品取引法に基づく金融商品取引業者です。

本資料の内容に関しては未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。ま
た、本資産運用会社の分析・判断等については、本資産運用会社の現在の見解を示したものであり、予告
なしにその内容が変更又は廃止される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

第三者が公表するデータ・指標等の正確性について、本投資法人及び本資産運用会社は一切の責任を負
いかねます。

本資料の内容には、将来の予想や業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は本投資法人の
将来の業績、財務内容等を保証するものではありません。

今後、本資料の内容に重要な訂正があった場合は、本投資法人のホームページに訂正版を掲載する予定です。




